災害廃棄物仮置場の返還に係る土壌調査要領
（平成25年7月30日策定）

【趣旨】
１　岩手県（以下「県」という。）は、被災市町村の一部から地方自治法第252条の14の規定による事務委託を受けて、東日本大震災津波により発生した災害廃棄物の処理を実施しているところである。　

今後、災害廃棄物を一時保管した土地（災害廃棄物の集積・仮置・処理等に当たって使用した土地であって、廃棄物を多量に保管した土地以外の土地も含む。以下「仮置場」という。）を所有者へ返還することが増えていくことが見込まれている。
環境省ではこれらの状況を踏まえ、平成25年6月27日付け事務連絡で「仮置場の返却に伴う原状復旧に係る土壌汚染確認のための技術的事項について」を通知したところであり、県ではこれを受けて災害廃棄物仮置場の返還に係る土壌調査要領（以下「要領」という。）を作成したものである。

早期の復旧・復興のためには、仮置場を所有者に返却し、有効な跡地利用を図っていく必要があり、仮置場の使用に伴って生じた土壌汚染等の有無を確認するとともに、土壌汚染対策を講じる必要が生じた場合の資料の整備等必要な事項を定める要領を策定する。
【適用範囲】
２　本要領は、県及び市町村（仮置場における選別について、県に事務委託を行った市町村に限る。）が災害廃棄物の処理に当たって使用した仮置場について適用する。
なお、市町村が独自に仮置場を設置し、又は市町村独自で災害廃棄物の処理を行っている場合には、本要領に準じた仮置場の調査を行い、汚染の有無を確認することが望ましい。

【調査前作業】

３　仮置場を所有者に返還するにあたって、災害廃棄物による土壌汚染等がないことを確認するため、現地調査及び分析調査を実施することとし、あらかじめ、所有者から当該土地を賃借又は管理し、あるいは災害廃棄物処理を受託している者（以下「受託者等」という。）等は、調査前作業として次の事項を行うこととする。
①　所有者と協議したうえで、可能な限り現地調査への立会いを求めること。

②　災害廃棄物を完全に撤去したうえ、原則として賃借時点での土地形状に復旧した状態とすること。
  ③　所有者へのヒアリングや関係書類による確認を行うこと等により、過去の土地利用履歴について把握に努めること。
なお、仮置場の使用にあたり、舗装、盛土等を行ったことにより、本要領に基づく現地調査及び分析調査が困難な場合にあっては、別途協議を行うものとする。

【現地調査】
４　県及び市町村は現地確認を行うものとし、現地確認時においては、（１）に示す災害廃棄物の除去等を目視確認するとともに、（２）の試料採取を行うものとする。

　　なお、試料の採取にあたっては公正を期すため、指定調査機関（土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）（以下「法」という。）第3条第1項の環境大臣が指定する者をいう。）又は計量証明事業所（計量法（平成4年法律第51号）第107条に基づく登録を受けた事業所をいう。）により実施することが望ましい。
　　また、土壌への影響がないことが明らかな場合等にあっては、試料採取を行うことなく、目視確認のみで仮置場を所有者へ返還することができるが、その場合には、災害廃棄物仮置場土壌汚染等調査票にその理由を記録して保存するものとする。
（１）目視確認
　　　現地確認においては、災害廃棄物が撤去されていることを確認するとともに、地表面の油膜・異臭（油臭、腐敗臭、薬品臭）・地表面土壌の着色状況がないことを確認する。
　　　なお、目視確認において異常が確認された場合には、別途協議のうえ、汚染範囲を調査し汚染状況を確認するものとする。

　　　
（２）試料の採取
①　試料採取地点
　　  　仮置場の保管状況を鑑みて、汚染のおそれが最も高いと考えられる概ね900㎡につき1地点を選定し、試料採取の中心地点とする。

（例：面積900㎡まで：1地点、面積900㎡超1,800㎡まで：2地点）

この中心地点から原則として四方向に5～10ｍ離れた4つの試料採取地点（採取可能であれば10ｍ地点とする。）を選定する。
　　　　試料採取地点は、中心地点及び各四方向地点の計５地点とする。

　　　　なお、土地形状等により試料採取が困難な地点があった場合には、試料採取が可能であって、当該地点に最も近い地点を試料採取地点とし、舗装地等により試料採取が不可能な場合については、舗装地の亀裂等による土壌への影響がないことを確認したうえで、試料採取地点数を減ずることができる。
　　　※）揮発性有機化合物（表１の番号9から19に掲げるもの）にあっては、上記に関わらず、中心地点を試料採取地点とする。

②　試料採取地点の特例

試料採取地点については、仮置場の状況に応じて、次のとおり取扱うことができる。

ア　仮置場の使用期間を通じて災害廃棄物の保管（粗選別等の作業を含む。）を行っていないことが明らかな場所については、①の試料採取地点の選定にあたり、当該面積を除外して算出することができる。

イ　同種類の災害廃棄物（木くず、タイヤ、コンクリート等の単一のものをいう。）を保管していた場所の面積が900㎡を超える場合は、面積に関わらず、災害廃棄物を保管していた場所ごとに1調査地点とすることができる。

③　試料の採取方法
　　 ア　各地点において、表層土壌及び深さ5～50cmまでの土壌を採取すること。
     イ　アにより採取された土壌を同じ重量で混合する。
　　 ウ　イの方法と同様の手法で採取した5検体を同じ重量で混合し、1試料とする。

※）揮発性有機化合物（表１の番号9から19に掲げるもの）にあっては、上記に関わらず、表層土壌5cmにおいて試料を採取する。
　　
【分析調査】

５　受託者等は、４（２）により採取した試料を計量証明事業所において分析することとし、その結果により汚染がないことを確認したうえで土地の返還を行うこととする。
　　
（１）分析項目

県では有害物質使用工場等の被災状況を把握しており、有害物質使用工場等由来の災害廃棄物が少ないものと想定していることから、表1の番号の欄に掲げるもののうち、1から8について、土壌溶出量調査及び土壌含有量調査を行うことを基本とする。
なお、土地の返還にあたり、舗装や盛土等を行うことにより土壌の直接摂取のおそれがないものと認められる場合には、土地所有者の同意を得たうえで、土壌含有量調査を行わないことができる。

このほか、表１に掲げる有害物質の汚染が考えられる場合には、追加調査を行うこととする。
なお、追加調査項目の設定にあたっては、土地所有者、県、市町村及び受託者等の関係者で協議して定めるものとする。
表1：分析項目と基準値
	番号
	分析項目※1）
	基準値※2）

	
	
	土壌溶出量基準
	土壌含有量基準

	1
	カドミウム及びその化合物
	0.01mg/ℓ以下
	150mg/kg以下

	2
	鉛及びその化合物
	0.01mg/ℓ以下
	150mg/kg以下

	3
	六価クロム化合物
	  0.05mg/ℓ以下
	250mg/kg以下

	4
	水銀及びアルキル水銀

その他の水銀化合物
	0.0005mg/ℓ以下

アルキル水銀は不検出
	15mg/kg以下

	5
	セレン及びその化合物
	0.01mg/ℓ以下
	150mg/kg以下

	6
	砒素及びその化合物
	 0.01 mg/ℓ以下
	150mg/kg以下

	7
	ふっ素及びその化合物
	 0.8 mg/ℓ以下
	4,000mg/kg以下

	8
	ほう素及びその化合物
	 1 mg/ℓ以下
	4,000mg/kg以下

	9
	四塩化炭素
	0.002mg/ℓ以下
	―

	10
	1,2-ジクロロエタン
	0.004mg/ℓ以下
	―

	11
	1,1-ジクロロエチレン
	0.02mg/ℓ以下
	―

	12
	シス-1,2-ジクロロエチレン
	0.04mg/ℓ以下
	―

	13
	1,3-ジクロロプロペン
	0.002mg/ℓ以下
	―

	14
	ジクロロメタン
	0.02mg/ℓ以下
	―

	15
	テトラクロロエチレン
	0.01mg/ℓ以下
	―

	16
	1,1,1-トリクロロエタン
	1mg/ℓ以下
	―

	17
	1,1,2-トリクロロエタン
	0.006mg/ℓ以下
	―

	18
	トリクロロエチレン
	0.03mg/ℓ以下
	―

	19
	ベンゼン
	0.01mg/ℓ以下
	―

	20
	シアン化合物
	検出されないこと
	50 mg/kg以下

	21
	シマジン
	0.003mg/ℓ以下
	―

	22
	チオベンカルブ
	0.02mg/ℓ以下
	―

	23
	チウラム
	0.006mg/ℓ以下
	―

	24
	ポリ塩化ビフェニル
	検出されないこと
	―

	25
	有機りん化合物
	検出されないこと
	


※1) 火災発生場所においては、ダイオキシン類含有量調査の実施を検討できること。
※2）基準値は法の基準値と同じ。　
（２）分析方法

　　①　土壌溶出量調査

　　　法施行規則第6条第3項第4号に規定する環境大臣が定める方法により実施するものとする。

　②　土壌含有量調査

　　　法施行規則第6条第4項第2号に規定する環境大臣が定める方法により実施するものとする。

（３）分析結果の評価

　    土壌溶出量及び土壌含有量について、表１の基準値の欄に掲げる数値であること、並びに文献や資料を基に災害廃棄物の仮置場による汚染が生じていないことの確認をもって、災害廃棄物による汚染がないことが確認されたものとする。
【基準値超過の場合】

６　受託者等は、本要領に基づき分析を行った結果、基準値を超過した分析項目がある場合にあっては、次のとおり、その分析項目について再調査を行うものとする。
　　なお、近隣に飲用井戸があるなど緊急に調査、対策が必要と認められる場合は、関係者による協議のうえ、比較調査の結果を待たずに個別調査、詳細調査を実施することができる。
（１）比較調査

　　　本県にあっては、地質由来による基準値超過も考えられることから、近傍の土地（仮置場の敷地内において、災害廃棄物による影響がないと判断できるバックグラウンド地点がある場合は当該地点でも良い。）の1地点又は複数地点で比較調査を行い、災害廃棄物による汚染の有無を判断すること。

　　　なお、仮置場の賃借にあたり、事前に分析調査を行っている場合にあっては、当該分析結果を比較対象とすることができる。

また、既存の文献・知見等により確認ができる場合にあっては、比較調査の実施を省略することができる。

（２）個別調査
　　　（１）による近傍の土地等において基準値超過が確認されない場合（地

質由来ではない場合）にあっては、汚染区域を絞り込むため、10ｍ×10ｍの
単位区画ごとに４（２）に基づき試料を採取し、分析を行う。

　なお、①の「試料採取地点」にあっては、中心地点のみで行うこととし、③の「試料の採取方法」にあっては、ア及びイで混合したものを試料とすること。
（３）詳細調査
　　　個別調査により基準値超過が確認された場合にあっては、ボーリング調査により、原則10ｍの深度で汚染範囲を確認すること。

【災害廃棄物由来による汚染】

７　土壌汚染等が確認された場合において、受託者等は土地所有者と協議のうえ、舗装、盛土、土壌入替、原位置不溶化、封じ込め、洗浄等の土壌汚染対策を講じるものとする。

　なお、受託者等が対策を講じた場合には、基準値以内であることを確認するため、再度分析調査を行うものとする。
【記録の保存等】

８　本要領に基づく調査等により得られた資料等は次のとおり取り扱うものとする。
（１）台帳の整備
県は、以下の書類を台帳として整備し、県及び市町村で保存する。
　①　災害廃棄物仮置場土壌汚染等調査票

　②　図面（土地形状及び試料採取地点を図示したもの）
　　③　災害廃棄物の仮置場所、種類、量などを示す資料
　④　写真
　　⑤　分析結果（計量証明書）
　　⑥　土地賃借契約書

　　⑦　その他、必要な資料

（２）調査結果の通知
　　　現地調査及び分析調査が終了し、安全性が確認された場合又は土壌汚染が確認された場合であっても災害廃棄物由来の汚染ではないと確認された場合、県は土地所有者に（１）①及び⑤の資料を通知するものとし、必要に応じて他の資料を提供するものとする。
【協議事項】

９　本要領に定めのない事項については、県、市町村、受託者等により別途協議を行うものとする。
【附則】

１　本要領は、平成25年7月30日以降に現地調査を開始する仮置場について適用する。

２　本要領の運用に当たっては、統一的な取扱いとなるよう、別に運用手引書を定め、これを参照するものとする。
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